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消費者の意思決定プロセスと所得の関係






























































見 た瞬間にその製品 が必要 であ ったことを想起するので，突然製 品の知覚 か
ら購買に移行 したように見え るが，実際にはそこに何 らかのプ ロセ スが存在
していると解釈さ れている2)。
したがって， 消費者 自身 の存在 も時間軸上 にあ るし， また消費者 の意思決
定プロセス自体 が時間を内包している。この両者 の意味 において消費者 の行
動 は，時間次元を持つと言え る。
私たちの行動 は過去，現 在， 未来に関係してくる。 そ七 て， それは影響要
因 として所得 という概念を取り上げた場合にも， 事情 は同 じであ る。 現在の
消費者行動 は， 過去 の所得， 現在の所得， 未来の所得に関係 してく る。 この
意味において， 所得 は消費 者行動 にたいして過去，現在， 未来 という時間次
元を持った所得 として影響を与え るのであ る。 したがって， 消費者行動研究
において， 消費者 の意思決定プロ セスを モデル化すると きには， この時間次
元を持った所得の影響方 法を明示的 にモデルに導入 しな ければ ならない。
2. 従来の消費 者行動 モデ ルにおける所得の取り扱い
この節 において，所得と消費者行動 の関係すなわち過去，現 在， 未来 の所
得の消費者行動へ の影響とい う点 に関 して， それらがど の程度 マ ーケティン
グにおけ る消費者 行動研 究に考慮 されているのか調べて みる。 その過程にお
いて，全てのマ ーケティン グ文献を調べることは，筆者 の能力 で は不可能 な
ので，マ ーケティング分野 におけ る主要な消費者行動理論，あ るいはモデル
を中心にそ れを 行う。
まずHoward&Sheth モデルにおける所得 の取 り上げ方を見 て みよう3)。
表－1 に示さ れるように， 過去と現在の欄に所得概念 が含 まれてい る。過去
の欄には「蓄え られた過去の所得（savedpastincome ）」が入 って いる。 こ
れはJ.A.Howard&J.N.Sheth がカッコをつけて資産（asset ）と付け加え
ているように，過去 の所得が累積さ れたものによって消費 者の消費行動を説
明しようとするものであ る。 フロ ー概念ではなく， スト ック概念 により説明
をしようとしている。 また現 在の欄 には「現在所得 （currentincome ）」 が
入 っている。未来の欄に は， 何 も入 っていない。ちなみに，このHoward&Sheth
モデルを ベ ースにした実証研究がJ.U.Farley&L.W.Ring により
行われてい るが，そこでは所得 に関 して, 家計収入（householdincome ）が，













































































































心理学の学 習理論 によると， どの学派にお いて も「記憶 の再生率 は時間 と
と もに減少 する」ということは認められている17)。どのよ うな場合において，
記憶 の保持 そして再生が維持 されるかということ に関して は，経験主義者 は
「経験の鮮明 さやその頻度や持続，そして保持 テストまで の新近性（時間の近
さ）」 などによって連合の程度が直接 に変化す るという。 一方， 認知心理学
者，ゲシュタルト心理学者，情報処理論者 らは，「刺 激あ るいは情報がうまく
構造化されるか符号化される」 ことにより記憶 された情 報 の検索，再生が う
まく行われるとい う18）。
したが って，上 述の成果を応用すると，所得 経験 の古い ものは現在の消費
への影響力 は弱 く，近い ものほど大きいと言え そ うであ る。 経済学者 の言 う
ところの前期 の所得 がそれにあたる。 また，経験 の鮮明さとい う点 からは，
過去 の最高所得 が大 きく影響を与え そうであ る19）。 そして， 経験 の頻度や持
続，情報 の構造化 という点 からは，恒常所得 の仮説 がもっと もらしく思われ
る。 しか しなが ら，一般論としてどの所得経験が， 現在 の消費 に最 も大きな
影響を与える のかということは，断定 できない。 そ れは，こ れから購入しよ
うとする製品 の特性，購入しよ うとしている個人 の性格あ るい は記憶力， そ
してその製品特性 と個人特性 の相乗作用の結果 に依存す る。 こ の関 係の解明
は今後の大 きな研究課題 であ る。
しかし，い ずれにしても過去の所得は購買 （消費）経験を通 じて，現在の
消費者行動に影響を与え ると言え そうであ る。
ここまで過去 の所得額と現在 の購買 （消費）行動 の関係を， 考察してきた
が， 過去の所得変化 と購買 （消費）行動 の関係 も考察し なけ ればならない。
前述 したEnerel,Kollat&Blackwell のモデルで は，「所得 の突然 の変化」，Engel,Blackwell&Miniard
のモデルでは，「給料 の増 加」 という形 で導入
さ れている。G.Katona は， 所得変化に関 して 「以前 より高い所得を得た家
族 は，その所得の中でより多 くの部分を貯蓄 にまわす（所得増加 ほど消費が
伸 びない），そ れにたいして，所得 の減少を こうむ った家族 は貯蓄率 の低下を
示 す（所得 減少ほど消費が減少 しない）」という仮説を提 示している2‰
このように過去 の所得変化 と現在の購買 行動の間に関係があ るということ
は，一般 に認 められるところである。 しかしここで気 を付けておかなけ れば
ならない こと は，こ の過去 の所得変化 は， 購買 経験を通 じて「買 おうとする
































すること，あるいは特定 のブランドを選択することに多 く関係 する。 ある意
味で時間範囲の小 さな行動を取り扱 う。 そこでこれらの購買行動を説 明しよ
うとする時，過去 の所得 の時間範 囲をそれなり に小 さくすること が考え られ
る。 現時点 の購買 にたいして， そ れよりひとつ前の消費 （購買 ）経験を所得
で表現したものか ら，連続的 にそれより以 前の過去 へ遡り，適宜 に消費 （購
買）経験を区切 る形 で所得範 囲を区 切 ることが可能で弗る。図一2 にお いて，
購買経験t。を1 つ含 むのか,2 ～3 含 むのか，それ以上4 ～9 個含 むのか，
数10 個含むのか。 それは1 時間,1 日,1 週間.1 ヵ月,4 半 期,1 年，数
年, 数10 年 の範囲のどの程度 で所得を考え るのか ということであ る。すなわ
ち，所得を時間的 な区切り方 にお いて，小 さな時間範囲か ら大 きな時 間範 囲
まで連続的に考え るとい うことであ る。
消費者の何 の購買 行動 を説明しよ うとするのか，換言す れば何を消費者 が
購買 するのかにより，過去 の所得の範 囲が決定 されなければならない。消費
者が インスタント・ ラーメ ンを買 うということにたいして，過去 の数年間 の
所得を持ち出して も意味が ないし，自動車の購入にたいして,1 ヵ月 （前）
だけの所得を持 って きて も説得力 がない。
前期の所得， 恒常 所得，過 去 の最高所得を1 年，数年 の単 位で考え ると同
時 に， それらを！週 間,1 ヵ 月，4 半期， のようなそれより小 さな時間単 位
で考慮すること も有 効か もし れない。 ここ数週間 の恒常所得，最高所得，少
し前の所得というように読 み代え ることである。
抽象的 に述 べるならば，購買行動 という従属変数 に対応 して， 所得という









































































































するに際して,G.Katona は， それを大体3 つ の レベルに分 け ることによっ
て行 っている27）。すなわち，次期に期待さ れる所得 は，現在 より，「より高い，
大体同じ， より低い」の3 レベルであ る。 よ って， それは未来 の所得額その
ものではなく， 未来 にたいする所得変化 を意味 す ることにな る。
したがって，上述 のことをまとめると，図一6 に示さ れるように，一方 で
は， クレジットに関わ る未来の所得 は，買お うとす る意思 に影響 され， そし
てその影響 された未来の所得が買 う能力 に関 係し， もう一方 で は，期待所得


































ほ1- 只 碧F 田 ■y紅を プa- タ フ に か い 堂 ヌ、石f・ 迂 の 昌 鎚 顔















































































よって もたらせられたその状況 に対 する主体の行動， または行動ポテンシャル
における変化を指す。ただし，その行動の変化が主体の生得的反応傾向，成熟，
または一時的状態（疲労，酔い，動因 など）によって 説明 できないようなもので
あることを前提とする。」GordonH.BowerandErnestR.Hilgard,TheoriesofLearning,5thed.,Prentice-Hall,1981.
（梅本尭夫監訳，r 学習の理論一原書第5 版』上巻，培風館，1988 年,p.14 ）11
）DavidE.Rumelhart,HumanInformationProcessing,JohnWiley&sons,1977.
（御領謙訳『人間 の情報処理一新しい認知心理学へのいざないー』，サイエンス







などにたいする支出振り分けに関 するものである。 一方， これから行おうとし
ているマーケティング分野における消費者行動の研究 は， 主として消費者の製





















製造業14.4％, 卸売・小売31.2％, 運輸・通信業5.7％, サービス業20.2％ と
なっている。労働省編『昭和61 年版労働白書』，参考資料p.7323
）小泉進，建元正弘著『現代経済学2 所得分析』，岩波書店,1972,p.3024
）同上書,pp.141 －142.
（JamesTobin, “RelativeIncome,Absoluteincome,andSaving"inMoney,Trade,andEconomicGrowth,EssaysinHonorofJohnHenryWilliams,Macmillann,1951
）25
）拙稿「消費者行動にたいする所得の影響一時間－」，東洋大学，経営論集，第33
号,1989 年3 月,pp.26-27.26
）Katona,op.cit,1951,pp.155-160. ・27
）Katona,ibid.,pp.157-158.
